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令和２年５月２９日 

令和元年度 長浜市業務リスク管理実施報告書 

 

１ 長浜市業務リスク管理の概要  

（１）『長浜市内部統制基本方針』 

内部統制の取組を行うに当たって市の考え方を明らかにするため、平成２８年６月に「法令

遵守」、「情報管理」、「財務規律の確保」、「資産保全の確保」、「効果的な職務遂行」、「自己管理」

の６つの柱からなる『長浜市内部統制基本方針』を策定しました。 

これに基づき、具体的な業務リスク管理として、『長浜市業務リスク管理基本方針』に基づ

くリスク管理チェックシートにより、定められたルールを組織内の全ての職員が理解・認識し、

そのルールに基づいて業務を遂行できているかどうかを管理・記録し、その評価を行いました。 
 

（２）ＰＤＣＡの内容と実施責任者 

 内     容 実 施 責 任 者 

Ｐ（計画） 
・管理体制、運用方針の整備 

・リスク管理チェックシートの作成 

副市長 

【総務部長（総務課）】 

Ｄ（実施） ・リスク管理の実施と記録及びその評価 
課長（チェック・１次評価） 

次長（２次評価） 

Ｃ（検査） 

・各部局のリスク管理状況の確認・評価を行い、 

評価責任者として副市長に意見を述べる 

・必要に応じ財務検査員に実地調査を命じる 

会計管理者 

Ａ（改善） 
・リスク管理チェックシート等の見直し 

・業務改善の指示 ・ルールの見直し検討指示 

副市長 

【総務部次長（総務課）】 
 

（３）業務リスク管理チェックシート 

   業務上想定されるリスクのチェック項目として、９分野４０項目を設定 

 【９分野】：  入札・契約事務、準公金、補助金事務、収入・支出事務、財産管理、文書管理、服務、 

情報管理、業務・事業執行 

※これまでの取組状況を踏まえ、より効率的かつ確実にチェックができるよう、従来の 

８分野３２項目からチェック項目を改訂しました。 

 

２ リスク管理の運用  

① 職員は、管理部門の課から不適正事項を指摘された場合は、課長に報告する。 

② 課長は、職員からの不適正事項の報告を受け、これを日々記録する。 

③ 課長は、日々の記録を基に「リスク管理チェックシート」を毎月作成し、四半期ごとに部局

長に提出する。 

④ 次長は、各課長のリスク管理・評価について２次評価を行い、評価・意見等を記入して、総

務課に提出する。 

⑤ 総務課は各部局の報告を取りまとめ、会計管理者に報告する。 
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３ 業務リスク管理の評価  

（１）各課で特定したリスクの件数 

平成３１年４月から令和２年３月までの１年間において、各課で特定した業務上のリスクの

件数は次のとおりです。  

                                           （件） 

分 野 
４月～ 

６月 

７月～ 

９月 

10月～ 

12月 

１月～ 

３月 
合 計 内   訳 

入札・契約事務 １０ ９ １９ ２１ ５９ 

不適切な入札執行 ５ 

不適切な契約の締結 ４１ 

その他 １３ 

準公金の取扱 １ ０ ０ ２ ３ 準公金不適正経理 ３ 

補助金事務 ２ ４ １ ２ ９ 
不適当な補助金交付決定 ４ 

その他 ５ 

収入・支出事務 ３１０ １５５ １８７ １６９ ８２１ 

不十分な検収 １８ 

不適切な支払事務 １２５ 

不適切な収入事務 １１ 

財務会計調書の不備 ５９１ 

財務会計調書の作成遅延 ４８ 

その他 ２８ 

財産管理 ８ ９ １０ ４ ３１ 

現金等の不適切な管理 ２ 

備品・消耗品の不適切な 

管理 
３ 

施設・設備等の管理不備 ４ 

公用車の不適切な管理 １９ 

その他 ３ 

文書管理 ７ ２ ３ ４ １６ 
公文書の不適切な管理 ９ 

その他 ７ 

服務 ０ ０ ５ ０ ５ 
セキュリティの不備 ２ 

その他 ３ 

情報管理 ９ ４ ３ ９ ２５ 

情報の漏洩 １７ 

不適切な情報管理 ３ 

その他 ５ 

業務・事業執行 １９ １６ １０ ８ ５３ 

不適切な事務処理 ２０ 

進捗管理の未実施 １ 

その他 ３２ 

合 計 ３６６ １９９ ２３８ ２１９ １，０２２  
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（２）リスクの傾向 

・指摘された業務リスクの総件数は、１,０２２件（前年度比▲２１０件、▲１７％） 

・時期別では４月から６月に多く発生、分野別では収入・支出事務が最多 

・一連の取組の効果が表れてきたが、同じミスの繰り返し発生が多い。 

   

令和元年度において、内部統制機能により管理部門の指摘を受け、報告された業務リスクの

総件数は１,０２２件で、平成３０年度の総件数１,２３２件と比較すると、２１０件、約 

１７％の減少となりました。 

発生時期では、定期人事異動や前年度の出納整理期間と当年度の事業着手が重なる第１四

半期（４月～６月）が最も多く、全体の約３６％がこの時期に発生しています。 

分野では、収入・支出事務に係るものが８２１件と最も多く、全体の約８０％を占めていま

す。その主な内容としては、財務会計調書の不備が最も多く、決裁印や検収印の押印漏れ、添

付書類の不備が特に目立っています。また、これらに起因して、支払金の振込エラーや支払い

の遅延も発生しています。このほか、個人宛文書の郵便誤送付やファックス誤送信などの個人

情報の取扱い不備、入札の中止や契約書の記載誤りなどの契約事務のミス、公用車の事故・破

損などの財産管理の不備が、前年度よりも多く発生している状況です。 

前年度から件数が減少した主な要因としては、業務リスク管理の取組を始めて５年目とな

り、職員のリスク管理意識が高まってきたことに加え、各課で発生した業務上のリスクを部局

全体で共有し、その再発防止対策を講じるという一連の取組が浸透してきたことによるもの

と考えられます。 

 

（３）不適正事項発生の原因 

・担当者のケアレスミスが多いが、課内のチェックが不十分 

・同じミスの再発は、チェック不足と根本原因の把握の誤り 

・個人情報の取扱に対する注意不足とマニュアル等の業務環境の不備 

 

不適正事項が発生した原因の多くは、ケアレスミスによるものとして報告されていますが、

これは単なるうっかりミスによるものだけではなく、チェック行為自体が不十分なものや、事

務処理に関するルールを職員が十分に理解していないことによるものも含まれています。ま

た、事務によっては、特定の職員が一人で事務を行っていたため、組織内のチェック機能が働

かなかったケースも報告されています。 

発生件数の多かった財務会計事務については、担当者から決裁者までの複数人による調書

のチェック体制があるにもかかわらずチェックが機能せず、その結果、審査部門からミスの指

摘を受けたものであり、調書類の回議行為が、チェック不十分なまま形式的に行われていると

考えられます。 

また、同じ部署で同じミスが繰り返されるケースも目立っていますが、これは、課内でのチ

ェック不足に加え、原因の特定を誤ったことで再発防止策の効果が得られていないことや、再

発防止策を講じたものの、再発防止策が有効に機能しているかの点検が行われていないこと

などが原因と考えられます。 

個人情報の取扱いに関しては、人事異動直後や繁忙期にミスが生じる傾向があり、取扱いに

対する注意不足に加え、職員が不慣れな状態のまま事務を行ったり、事務マニュアルの不備や
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作業環境が影響していると考えられます。 

    

令和元年度中には、チェックミスや業務管理が不十分なことにより、結果として次のような

事案が発生しました。 

   ・個人番号カードの誤送付（市民生活部） 

   ・市有施設の子メーターの不適切管理 

（市民協働部、市民生活部、健康福祉部、産業観光部、都市建設部、防災危機管理局、教

育委員会事務局） 

   ・参議院議員通常選挙投票所入場券の記載誤り（選挙管理委員会事務局） 

 

（４）改善の取組 

  ・業務リスク低減計画 ： 部局のマネジメント強化と事務ミス低減のための目標設定 

  ・部局単位のリスク管理体制 ： 経営会議等を活用した情報共有や再発防止策の検討、研修会 

  ・リスクマネジメント研修等 ： 次長や決裁権者の意識改革、職員の資質向上 

  ・業務リスクチェックシートの見直し ： 効果的なリスクの記録と対策 

 

令和元年度は、部局ごとの内部統制体制を更に充実強化するため、責任者である次長が中心

となって、ＰＤＣＡサイクルによる業務リスク管理に取り組みました。 

具体的な取組としては、財務会計事務を中心に軽微な事務ミスが非常に多く発生している

という実態を踏まえ、部局ごとに「業務リスク低減計画」を策定し、取組目標と目標達成のた

めの具体的な取組を設定し、発生件数の低減に努めました。 

各部局とも実態に即した独自の方法によるチェック体制の強化や業務の見直し、職員研修

等を行うなど、リスク低減の目標は概ね達成されている状況です。 

また、各部局では、各課で発生する不適正事案について、毎月の経営会議等を活用して情報

共有や再発防止策の検討などを行い、組織全体としてのリスク防止に取り組みました。 

再発防止策については、各課における事務マニュアルの見直しや、複数職員によるチェック

体制の強化、財務会計調書のチェックリスト活用、職員間の業務連携強化、業務見直し等が随

時行われました。 

このほか、市全体としては、法令順守と事務処理能力の向上を目的とした財務会計事務研修、

文書取扱事務研修、個人情報取扱事務研修等を実施するとともに、次長等を対象としたリスク

マネジメント研修を実施しました。 

業務リスク管理自体の見直しとしては、リスクの把握や記録、リスクへの対策がより効果的

に行えるよう、業務リスクチェックシートのチェック項目を見直しました。 

 

（５）全体としての評価 

  ・業務リスク管理の取組の定着が発生件数の減少につながった。 

  ・部局ごとのリスクマネジメント体制が整ってきた。 

  ・事案によって原因特定や対策が不十分なものがあり、適切にリスク評価が行われていない。 

 

業務リスク管理の取組が定着し、次長や課長を中心として職員全体にリスク低減の意識が

浸透してきたことや、各課や各部局における業務リスクの特徴や傾向が明確になってきたこ
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と、また、次長を中心とした部局ごとの取組体制が整ってきたことから、リスク低減の取組効

果が表れ、不適正事案の報告件数は前年度から減少する結果となりました。 

特に、財務会計事務を中心に多く発生している軽微な事務ミスを減らすという目標に対し

て、各部局が目標を掲げて取り組んだことは、チェック機能の強化やリスク管理意識の高まり

だけではなく、組織のリスクマネジメントの結果として評価できるものです。 

令和元年度は、次長を中心とした部局のリスクマネジメント（企画、評価、共有）を通じた、

より効果的なリスク管理の推進と、それに伴う不適正事案件数の低減を目指していましたが、

一定の成果は見られたと思われます。 

しかし、一方で、不適正事案の原因の特定が不十分であったり、事案の把握・原因特定・再

発防止策といった一連の取組に対する次長の評価内容が、抽象的あるいは一般的なものが散

見されたことから、業務リスク管理が不完全な状態で行われていたり、形骸化していることが

懸念されます。 

また、発生事案の傾向をみると、軽微な事務ミスが依然として多く、防げるはずのミスが防

げていないことや、同じ部署で同じミスが繰り返し発生しているケースが見られることから、

事案によっては、リスク管理が十分に機能しているとはいえないケースがあるとも言えます。 

 

４ 今後の課題 

  ・同じミスの再発防止や、軽微な事務ミスの更なる低減 

  ・係長制におけるリスクマネジメントの取組 

  ・内部統制制度の法適化にあわせた業務リスク管理の見直し 

 

令和元年度の取組結果を踏まえ、引き続き更なるリスクの低減に努めていかなければなり

ません。 

具体的な取組に関しては、同じ部署で同様のミスが繰り返し発生している実態があり、再発

防止策が不十分か、あるいは、根本原因の特定を誤ったため、講じた対策が機能していないな

どが考えられるため、これまでの再発防止策の検証を行い、必要に応じて対策を見直していく

ことが必要です。 

また、軽微な事務ミスについては、発生件数は減っているものの、依然として不適正事案の

多くを占めています。ルールに則って確認をすれば、必ず減らせるはずであり、更なる対策が

求められます。 

業務リスク管理全体については、令和２年度から係長制を導入したことから、係単位のリス

ク管理機能が発揮されるよう、係長への指導・研修等を行うなど、組織全体のマネジメントを

更に強化し、各部局の実態に応じた自律的な内部統制体制を構築していくことが重要となり

ます。 

地方自治法の改正により、令和２年４月から地方自治体の内部統制制度が法制化されまし

たが、その趣旨は、地方公共団体の事務が適切に実施され、住民の福祉の増進を図ることを

基本とする組織目標が達成されるよう、行政サービスの提供等の事務上のリスクを評価及び

コントロールし、事務の適正な執行を確保する体制をつくることであり、本市においても、

この趣旨を踏まえ、安定的で効果的かつ効率的な行政サービスを提供し、市民から信頼され

る行政を目指していかなければなりません。 
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今後は、各部局における内部統制機能の強化を進めながら、市全体の業務リスク管理の取組

体制の充実を図るとともに、より効果的なリスク管理体制となるよう仕組みの検証を行いな

がら、法適化に向けた準備を進めていきます。 

 


